
温室効果ガスの排出抑制

ＣＯ2の吸収・固定、回収への取り組み
環境負荷の排出抑制

資源の再生・再利用等による廃棄物の低減

①石炭火力平均熱効率（発電端）
②本店ビル電灯使用量
③再生可能・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰの開発
④ＳＦ6回収率
⑤海外植林事業面積
⑥SOX排出原単位
⑦NOＸ排出原単位
⑧石炭灰の再資源化率
⑨石こうの再資源化率
⑩流木の再資源化量
⑪再生紙購入率
⑫紙くず等の発生量

３９.５％以上
極力低減（１９０万ｋWｈ以下）
７，０００kw以上（累計３３１万ｋW以上）
９５％以上
２，２００ha以上（累計６,０００ha以上）
０．３０g/kWh以下
０．６０g/kWh以下
６５％以上
１００％
５,０００m3以上
１００％
極力低減（本店ビル６０ｔ以下）

２００２年度目標値項　　目
定量目標

行動指針

　2002年度は、次に示す行動指針に基づき、環境保全活動を展開します。

Ⅳ. ２００２年度行動指針

温室効果ガスの
排出抑制

CO2の吸収・固定、
回収への取り組み

京都メカニズム活用
に向けた準備

環境負荷の
排出抑制

●石炭火力発電所の高効率運転の維持
●省エネルギーの推進   

・電力設備の効率的な運用管理を図る  
・オフィスの省エネルギーを推進する  
・省エネルギー事業の推進及び省エネルギー関連商品の普及を図る

●原子力発電所の新設
・大間原子力発電所の工程確保に努める

●再生可能エネルギーの有効利用
・水力発電所、地熱発電所及び風力発電所の安定運転と新規地点の開発を継続する
・葛巻における風力発電事業について、平成１5年度運転開始に向け準備を進める
・タイ国におけるバイオマス発電事業について、平成１５年度運転開始に向け工事を進める

●未利用エネルギーの有効利用
・大牟田における廃棄物発電事業について、平成１４年度運転開始に向け準備を進める

●技術研究開発の推進
・化石燃料の利用効率向上のため
　高度加圧流動床燃焼技術（A-PFBC）、石炭ガス化燃料電池複合発電技術（IGFC)、固体酸化物形燃料電池技術（SOFC)の
　開発を推進する
　石炭ガス化複合発電（IGCC)実証試験を電力共同研究により推進する
・木質系バイオマス燃料の技術研究開発を推進する

●ＳＦ6・ＨＦＣの排出抑制
・ＳＦ6（六ふっ化硫黄）については、ガス絶縁機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出を抑制する
・ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）については、空調機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出抑制に努める

●天然ガス系燃料の利用検討
・マレーシア国プライガス・コンバインドサイクル発電計画へエンジニアリングサービスを実施する  

●海外植林事業の推進   
・エクアドル国における植林事業を継続する  
・オーストラリア国における植林事業を継続する  

●CO2の吸収・固定、回収技術の研究開発の推進   
      
●共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）の活用に向けた海外プロジェクトの発掘・培養・実施  
 
●排出量取引の活用に向けた準備  

●排出抑制の継続   
・大気中への硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）等の排出抑制のために、燃焼管理および環境対策設備の適切な管理を
実施する  

・水域への水質汚濁物質の排出抑制のために、排水処理設備の適切な管理を実施する  
・騒音・振動の発生抑制のために、発生機器の適切な管理を実施する  

●資源の再生・再利用   
・石炭灰・石こうのリサイクル利用を図る  
・コンクリート塊等の建設副産物や流木等の廃棄物の有効利用を図る  
・ビン、缶、プラスチック等の廃棄物分別収集を徹底する  
・環境負荷の小さいグリーン物品等の利用拡大を図る  

●紙ごみ等の一般廃棄物の低減

●PRTR制度   
・PRTR法（化学物質の排出量・移動量の届け出制度：対象435物質）に基づき、対象となる化学物質について、排出量・移動量
　の把握・管理を行うとともに、その結果の届出を行う

●ダイオキシン  
・廃棄物焼却炉の適切な管理を実施するとともに、ダイオキシン法に基づき排ガスおよび焼却灰のダイオキシン調査を実施
　し、その結果の報告を行う

●PCB   
・廃棄物処理法およびPCB特措法にもとづき適切に保管・管理する
・ＰＣＢ処理の基本方針を決定する

●計画・設計面での取り組み   
・事業が環境へ与える影響を評価し、計画・設計段階から環境に与える影響を低減するよう努める

●建設工事における取り組み    
・自然との共生に向けた環境保全対策を実施する   
　特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに、種の多様性の保全に努める

●貯水池・調整池の管理    
・貯水池・調整池の管理に当たっては河川の環境保全に配慮する

●森林の保全に向けた取り組み    
・自社の特定保有林を水源林に位置付け保全に努める

●環境対策技術の海外移転の推進    
・火力発電の環境対策技術および水力発電の技術移転の推進

●適切な環境配慮に基づく開発計画の策定と実施

●従業員の意識向上
・計画的な教育・研修・訓練によリ、従業員の取り組み意識の向上を図る

●関係会社を含めたグループワイドの取り組みの強化
・関係会社の環境管理体制強化を支援する

●環境会計
・コスト把握手法の充実に努める
・環境保全効果の評価方法について検討する

●環境管理システムの継続的改善
・環境負荷の実態を把握するとともに、環境保全のための目標を設定する
・法令・協定等を遵守し、目標達成に取り組む
・環境監査を計画的に実施する
・環境監査の結果にもとづき環境管理システムを見直す

●環境報告書の作成
・2002年版環境行動レポートを発行するとともに、ホームページに掲載する

●環境保全活動に関する広報
・新聞、経済誌等を通じた環境保全活動の広報
・事業所、PR施設等への来客者に対する広報

●環境関連行事等の活用
・環境をテーマとした事業に取り組む
・事業所施設等を活用した取り組みを実施する

●地域の環境保全活動への参加
・環境月間等に呼応した、発電所周辺、ダム、道路、河川等の清掃活動、植樹祭に参加する
・市町村、地区主催の清掃・美化活動に参加する

●地域環境保全活動への主体的な取り組み

資源の再生・再利用等による
廃棄物の低減

有害化学物質の
管理

自然環境の保全への
配慮

海外プロジェクト
における環境配慮

環境管理レベルの
向上

環境情報の公表

コミュニケーションの
活性化

社会貢献活動の推進

1. 地球・地域環境の保全

2. 環境管理の充実

3. 社会とのコミュニケーション

定量目標

　地球環境保全への取り組み

　地域環境保全への取り組み

　　

環境管理システムの
効果的な運用

35 36


